
問題社員対応 実務チェックリスト
企業・人事担当者のための「解雇・退職勧奨で失敗しない」前さばき

難波みなみ法律事務所（大阪・なんば）
中小企業診断士 × 弁護士

企業法務／会社側の立場で対応

この資料の使い方：問題社員への対応は、感情や勢いで進めると不当解雇・未払い賃金・損害賠償のリスクに直結しま
す。本チェックリストは、懲戒や解雇・退職勧奨を検討する前に、会社側が押さえるべき実務の「型」を1枚に整理したも
のです。各項目を上から確認し、埋まらない箇所があれば、その時点が弁護士に相談すべきサインです。

FLOW 対応の全体像（この順番で進める）

1

事実確認
5W1H・証拠

▶
2

注意・指導
口頭→書面

▶
3

改善の機会
目標・期限

▶
4

記録化
面談・書面

▶
5

根拠確認
規則・相当性

▶
6

専門家相談
処分の前に

1 事実確認チェック

2 段階的な注意・指導

3 記録・証拠化チェック

4 懲戒・解雇を検討する前の確認

問題行動の「日時・場所・具体的な言動」を特定した
か

☐

本人以外の証言・客観資料（メール／勤怠／記録）は
あるか

☐

本人へのヒアリングを行い、言い分を記録したか☐

就業規則・業務指示のどれに反するか整理したか☐

会社側の指示・体制に落ち度がないか点検したか☐

まず口頭注意を行い、日付と内容を記録したか☐

改善しない場合に書面（注意書・指導書）を交付した
か

☐

改善目標・期限・達成基準を具体的に示したか☐

指導は感情的でなく事実ベースで行っているか☐

他の従業員との公平性（同種事案の扱い）を確認した
か

☐

面談ごとに「日時・出席者・内容・本人の反応」を記
録

☐

注意・指導書は本人受領（署名／受領印／送付記録）
を残す

☐

改善状況を時系列で追える形で保管しているか☐

メール・チャット等のやり取りを保全したか☐

就業規則に「懲戒事由」と「手続」の定めがあるか☐

処分の重さは行為と釣り合っているか（相当性）☐

弁明の機会など手続の公正を確保したか☐

同じ行為を過去に処分済みでないか（二重処罰の禁
止）

☐

規定の新設・改定より前の行為に遡って適用していな
いか（不遡及）

☐

過去の同種事案と処分の均衡はとれているか☐

解雇なら「客観的合理性・社会的相当性」を満たすか☐
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NG やってはいけない対応 SOS 弁護士に相談すべきサイン

対応の判断に迷ったら、処分の「前」にご相談ください
難波みなみ法律事務所は、中小企業診断士の資格を持つ弁護士が、問題社員対応・就業規則・残業代・債権回収まで会社

側の立場でサポートします。対応地域：大阪府全域・兵庫・和歌山・奈良。

顧問プラン 月額9,500円（税込）〜　｜　初回相談 30分無料

TEL 06-6786-8103　｜　Web相談 https://www.datadeta.co.jp/contact/　｜　LINE https://lin.ee/wZ63Z0z

※本資料は一般的な実務情報を整理したものであり、個別の事案に対する法的助言ではありません。実際の対応は事案により異なります。具体的なご判
断は弁護士にご相談ください。／発行：難波みなみ法律事務所（大阪市中央区西心斎橋2-4-2 難波日興ビル403）　弁護士確認前ドラフト

いきなり解雇通告・「明日から来なくていい」☐

記録を残さないままの口頭だけの対応☐

退職を強要する・威圧的な退職勧奨☐

就業規則の根拠を確認せず処分する☐

感情的な叱責・他の社員の前での叱責☐

解雇・退職勧奨を検討し始めた☐

本人が反発・弁護士や労組を通じてきた☐

ハラスメント・未払い残業代の主張が出た☐

就業規則の懲戒規定に不備・空白がある☐

メンタル不調・休職が絡む☐
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